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策定にあたって 

 

１ 計画策定の趣旨 

 本県では、これまで、数次にわたるプランに基づき、様々な障害福祉施策を推進してきた

ところですが、「やまぐち障害者いきいきプラン(2018～2023)」の計画期間満了と、障害者

総合支援法の改正等の制度改正や本県の障害者を取り巻く環境の変化等を踏まえて、「やま

ぐち障害者いきいきプラン(2024～2029)」を策定し、保健・医療・福祉・教育・雇用・住宅

など各般にわたる障害者のための施策の総合的かつ計画的な推進を図ります。 

 

２ 計画の位置付けと役割 

○ この計画は、障害者基本法第１１条第２項の規定に基づく「都道府県障害者計画」とし

て位置付けます。 

○ この計画は、県民をはじめ、家庭、職場、学校、地域等が一体となって取り組む「行動

計画」であり、県、市町及び関係者・関係機関における事業推進の「基本方針」となるも

のです。 

 

３ 計画期間 

 この計画の期間は、令和６年度(2024年度)から令和11年度(2029年度)までの６年間とし、

障害者総合支援法等に基づく「障害福祉サービス実施計画＊」（３年）の２期分と連動して、

本県の障害者関連施策を一体的に推進します。 

 

４ 計画の対象となる障害者の定義 

この計画における「障害のある人（障害者）」とは、障害者基本法第２条に規定する「身

体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害がある者であ

って、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状

態にあるもの」とします。 

※社会的障壁：障害がある者にとって日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会にお

ける事物、制度、慣行、観念その他一切のもの 

 

５ 計画策定の基本的な考え方 

各般にわたる障害福祉施策の着実かつ効果的な推進を図るためには、雇用、教育、医療等

の様々な分野が連携した総合的な取組が必要です。 

このため、学識経験者や労働局等の関係機関、障害者団体の代表等で構成される「山口県

障害者施策推進協議会」において、計画の進捗状況を把握して適切な進行管理を行い、計画

的に施策の推進を図ります。 
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第１章 障害者施策の現状等について 

１ 本県の障害者の状況 

(１) 障害者手帳所持者（身体・知的・精神） 

   本県における手帳所持者は、令和５年（2023 年）３月 31 日現在 85,539 人で、平成 30

年（2018 年）３月 31日現在と比較して 2,548 人（約 2.9％）減少しています。手帳所持

者の割合は、県人口の約 6.6％となっています。 

   身体障害者手帳所持者数は、令和５年（2023 年）３月 31 日現在 59,082 人で、平成 30

年（2018 年）３月 31日現在と比較して 4,346 人（約 6.9％）減少しています。身体障害

者手帳所持者の割合は、県人口の約 4.5％となっており、年齢別では 65 歳以上が 78％

と、高齢者の割合が多くなっています。 

   知的障害者の療育手帳所持者数は、令和５年（2023 年）３月 31 日現在 13,630 人で、

平成 30 年（2018 年）３月 31 日現在と比較して 1,020 人（約 8.1％）増加しています。

知的障害者の療育手帳＊所持者の割合は県人口の約 1.0％となっており、重度（A）の所

持者数が 5,082 人、中軽度（B）の所持者数が 8,548 人となっています 

精神障害者保健福祉手帳所持者数は、令和５年（2023 年）３月 31 日現在 12,827 人

で、平成 30 年（2018 年）３月 31 日現在と比較して 778 人（約 6.5％）増加しています。

精神障害者保健福祉手帳所持者の割合は県人口の約 1.0％となっており、等級別では、

１級 2,113 人、２級 6,123 人、３級 4,591 人となっています。 

【障害者手帳所持者数の推移】 

(２) 発達障害者 

発達障害＊とは、「自閉症＊、アスペルガー症候群＊、その他の広汎性発達障害、学習

障害＊、注意欠陥性多動性障害＊、その他これに類する脳機能の障害」であってその症

状が通常低年齢において発現するもの」とされています。 

 発達障害児（者）数については統計的な資料がないため正確な資料は把握できてい

ない状況ですが、文部科学省が令和４年（2022 年）に実施した全国調査では、「学習面

又は行動面で著しい困難を示す」とされた児童生徒（小学校・中学校）は、8.8％とさ

れています。 
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 本県では、平成 14 年（2002 年）10 月から山口県発達障害者支援センター＊を設置し

ており、令和４年度（2022 年度）の相談件数は、2,631 件となっています。 

(３) 高次脳機能障害 

高次脳機能障害とは、交通事故や病気などにより脳に孫想を受けた後遺症として、 

記憶障害、注意障害などの認知障害が生じ、日常生活や社会生活への適応が困難にな

る障害です。 

この障害の特性として、肢体不自由など身体的な後遺症がない場合、外見から障害 

がわかりにくく、本人や家族も気づきにくいため、高次脳機能障害者の数や状態など、 

実態の把握は難しい状況となっています。 

本県では、平成 19 年（2007 年）２月から高次脳機能障害支援拠点機関を設置してお

り、令和４年度（2022 年度）の相談実績は、1,765 件となっています。 

(４) 医療的ケア児 

医療的ケア児とは、日常生活及び社会生活を営むために恒常的に人工呼吸器による呼

吸管理、喀痰吸引その他の医療行為を受けることが不可欠である児童をいいます。 

医療技術の進歩に伴い、医療的ケア児が増加するとともにその実態が多様化し、医療

的ケア児とその家族が医療的ケア児の心身の状況等に応じた適切な支援を受けられる

ようにすることが重要な課題となっています。 

本県では、在宅の医療的ケア児（20歳未満）は令和４年（2022年）５月１日現在193

人となっています。 
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２ 障害者を取り巻く環境の変化 

 現行計画実施期間中に、新たな法の制定や改正等が実施されており、制度の改正等に関

連して、新たに対応が必要となっている課題が生じています。 

年 法制度等の動き 主な内容 

H29 

(2017) 

◇やまぐち障害者いきいきプラン

(2018-2023) 

・障害者のための施策を総合的、計画的に推進 

（障害者基本法に基づく県障害者計画） 

H30 

(2018) 

◆障害者雇用促進法の改正施行 

◆障害者文化芸術推進法 

 

・法定雇用率の算定基礎に精神障害者を追加 

・文化芸術活動を通じた障害者の個性と能力の発

揮及び社会参加の促進 

R 元 

(2019) 

◆読書バリアフリー法の施行 

◇山口県手話言語条例の施行 

 

・視覚障害者等の読書環境の整備を推進 

・言語である手話の普及の推進、手話で生活する

ことができる地域社会の実現 

R2 

(2020) 

◆バリアフリー法の改正 

 

◆聴覚障害者等による電話の利用

の円滑化に関する法律の施行 

・公共交通施設や建築物のバリアフリー化の推進 

 

・電話リレーサービスに関する交付金制度の創設

等 

R3 

(2021) 

◆障害者差別解消法の改正 

（R6.4.1 施行） 

◆医療的ケア児支援法の施行 

 

◇山口県障害福祉計画（第６期）

及び山口県障害児福祉計画（第

２期） 

◇山口県工賃向上計画（第４期） 

 

・障害者への合理的配慮の提供を事業者に義務付

け 

・医療的ケア児支援施策を実施する地方公共団体

の責務を明記 

・障害福祉サービス等の円滑な実施を確保（障害

者総合支援法に基づく県障害福祉計画及び児

童福祉法に基づく県障害児福祉計画） 

・就労継続支援Ｂ型事業所における工賃向上の取

組を推進 

R4 

(2022) 

◆障害者情報アクセシビリティ・

コミュニケーション施策推進法

の施行 

◆児童福祉法の改正 

 

◆障害者総合支援法等の改正 

 

◇障害のある人もない人も共に暮

らしやすい山口県づくり条例の

施行 

◆障害者基本計画（第５次） 

 

・障害者による情報の取得利用等に係る施策の推

進 

 

・児童発達支援センターが地域における障害児支

援の中核的役割を担うことの明確化等 

・障害者等の地域生活の支援体制の充実や就労支

援の強化等 

・障害を理由とする差別の解消の推進その他共生

社会の実現に向けた施策の推進 

 

・共生社会の実現に向けた社会的障壁の除去に向

けた取組の推進等 

R5 

(2023) 

◆第７期障害福祉計画に係る基本

指針の改定 

・施設入所者等の地域生活への移行等 

 

          ◆国の動き  ◇県の動き 
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第２章 計画の基本的な考え方 

１ 基本理念

障害者基本法の基本原則を踏まえ、本県が目指す共生社会のすがたを定めた現行プラン

の基本理念を継承します。 

 

２ 施策推進の基本的視点 

施策の策定や実施に当たり、次の６つを取組に共通する基本的な視点とします。 

(１) 自己決定の尊重と意思決定支援＊ 

障害のある人は、必要な支援を受けながら自らの決定に基づき社会に参加する主体で

あり、障害者施策の策定や実施に当たっては、障害のある人や家族等の関係者の意見を

尊重します。また、障害のある人本人が適切に意思決定を行い、その意思を表明するこ

とができるよう支援に努めます。 

(２) 社会的障壁の除去 

障害のある人が日常生活又は社会生活において受ける制限は、心身の機能の障害のみ

に起因するものではなく、社会における様々な障壁と相対することによって生ずるもの

という、いわゆる「社会モデル」の考え方を踏まえ、障害のある人の活動を制限し、社

会への参加を制約している事物、制度、慣行、観念等の社会的障壁の除去を進め、障害

のある人の社会への参加が実質的なものとなるよう支援します。 

(３) 情報アクセシビリティの向上 

障害のある人が、社会を構成する一員として、社会、経済、文化等あらゆる分野の活

動に参加するためには、必要とする情報へのアクセシビリティ＊の向上やコミュニケー

ション手段の充実が重要であり、障害のある人の情報の取得利用・意思疎通に関する施

策の推進に努めます。 

(４) 当事者本位の総合的・分野横断的な支援 

障害のある人の自立と社会参加の支援という観点から、障害のある人が各ライフステ

ージを通じて適切な支援を受けられるよう、教育、福祉、医療、雇用等の関係機関等と

の連携により施策を総合的に展開し、切れ目のない支援が行えるよう努めます。また、

支援に当たっては、障害のある人の家族をはじめ、ヤングケアラー＊を含む介助者など

関係者への支援も重要であることに留意します。 

(５) 障害特性等に配慮した支援 

障害者施策は、障害特性、障害の状態、生活実態等に応じた障害のある人の個別的な

支援の必要性を踏まえて実施します。また、特に、障害のある女性や障害のある子ども、

障害のある高齢者等の、複合的に困難な状況に置かれた障害のある人に対しては、きめ

細かい配慮による支援が求められることに留意します。 

(６) 総合的かつ計画的な取組の推進 

施策の実施に当たっては、国や市町との適切な連携や役割分担により、また、医療、

子ども・子育て、教育、福祉等の障害者施策に関係する他の施策や計画等との整合を図

り、総合的な施策展開を図ります。 

障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合

いながら共生する社会の実現 

～誰と、どこで、どのように生活するのかを自らが選択できる社会を目指して～ 
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３ 施策体系 
 基本理念の実現に向け、以下の施策体系に基づき、総合的な取組を進めていきます。 

 また、特に取組の充実が必要と考えられる施策を、本計画における「重点施策」と位置

づけます。 

施策分野 基本的な推進方向 取組事項 

Ⅰ 障害への理解を

深め、共に生き

る社会の実現 

１ 障害理解と相互交流の促進 

重点施策 

あいサポート運動の推進 

相互交流の促進 

広報・啓発活動の推進 

２ 差別の解消、権利擁護の推進 障害を理由とする差別の解消の推進 

虐待防止体制の整備 

権利擁護の推進 

行政サービスの配慮 

３ 地域における福祉活動の充

実 

協働体制の促進 

市町における重層的な相談支援体制整；備の促進 

ボランティア活動等の推進 

Ⅱ 自立生活を支え

る基盤整備 

１ 障害のある子どもへの支援

の充実 重点施策 

障害児療育体制の充実 

医療的ケア児支援 

発達障害児（者）支援 

難聴児支援 

２ 相談支援・連携体制の整備 地域における連携体制の整備 

専門的・広域的な相談支援体制 

高次脳機能障害支援 

３ 生活支援体制の整備 障害福祉サービス等提供体制の整備充実 

人材育成・確保、研修の充実 

生活の安定への支援 
４ 保健・医療提供体制の充実 保健・医療の充実等 

難病患者等への支援 

精神保健・医療の適切な提供 

Ⅲ 地域でともに暮

らせる、住みよ

い生活環境の整

備  

１ 地域生活支援体制の充実 

 重点施策 

地域生活移行の推進 

地域定着のための支援 

２ 福祉のまちづくりの推進 ユニバーサルデザインの推進 

移動しやすい環境の整備等 

３ 情報環境・意思疎通支援の充

実 

情報アクセシビリティの向上 

意思疎通支援の充実 

４ 安全・安心の確保 防災対策の推進 

感染症対策の推進 

防犯・交通安全対策の推進 

消費者被害の防止 

Ⅳ 自立と社会参加

に向けた雇用・

就労促進 

１ 障害特性に応じた就労支援 

重点施策 

一般就労への移行支援・定着支援 
福祉的就労における支援 
多様な就業機会の確保 

２ 雇用の場の拡大 障害者雇用の促進 
障害者雇用への理解促進 

Ⅴ 個性と能力を発

揮できる教育・

社会参加 

１ 障害者スポーツ・文化芸術活

動の振興 重点施策 

障害者スポーツの推進 

文化芸術活動の充実 

２ 教育支援の充実 障害児教育支援の充実 

特別支援教育の推進 

地域における交流や理解促進 
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第３章 主要施策の具体的推進方向 

 Ⅰ 障害への理解を深め、共に生きる社会の実現 

【現状と課題】 

 平成２８年に施行された障害者差別解消法は、令和３年に「事業者による合理的配慮の提

供の義務化などを盛り込んだ一部改正がなされ、令和６年４月から施行されることとなりま

した。 

県では、平成２７年度（2015 年度）から「障害を知り、共に生きる」という基本理念を掲

げた「あいサポート運動＊」に取り組んでいるところですが、障害を理由とする差別の解消の

一層の推進に取り組むため、令和４年に「障害のある人もない人も共に暮らしやすい山口県

づくり条例＊」を制定しました。 

県民一人ひとりが、障害や障害のある人について、理解を深め、障害のある人とない人が

支え合いながら共に暮らすことのできる共生社会の実現に向けて、今後も、県民運動として

実施している「あいサポート運動」を積極的に展開していくとともに、障害のある人とない

人との交流等のインクルーシブ＊の考え方に基づく取組を推進していく必要があります。 

 

【施策の推進方向】 

１ 障害理解と相互交流の促進  重点施策 

（１）あいサポート運動の推進 

○ 県民運動として実施している「あいサポート運動」の更なる推進を図り、県民レベルで

の障害理解や障害のある人への配慮の実践を進めていきます。 

○ 「あいサポート運動」を通じて県民へ「障害者差別解消法」や「障害のある人もない人

も共に暮らしやすい山口県づくり条例」の普及啓発を図ります。 

○ 「あいサポーター」養成研修を推進し、幅広い年代での「あいサポーター」の一層の増

加を図ります。 

○ 社員研修などを活用して、「あいサポート運動」の普及等に積極的に取り組む「あいサ

ポート企業・団体」が増えるよう努めるとともに、障害のある人が利用する商業施設や公

共交通機関等へ「あいサポート運動」の働きかけを強化します。 

○ 学齢期から障害や障害のある人について学ぶ機会を設け、理解が深まるよう、学校の授

業等で「あいサポーター」養成研修が活用されるよう努めます。 

○ 小学校の授業等での利用ができるよう作成した研修教材を活用し、小学校低学年への

普及を進めます。 

○ 「あいサポート運動」の理解を広める研修を行う「あいサポートメッセンジャー」を対

象としたステップアップ研修を行い、「あいサポートメッセンジャー」のスキルアップを

図ります。 
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○ 障害のある人が必要な援助や配慮を得やすくなるよう「サポートマーク＊」の配付・周

知に取り組みます。また、妊娠初期の方等を含めて、周囲の方に配慮を必要としているこ

とを知らせる「ヘルプマーク＊」の周知を図ります。 

 

（２）相互交流の促進 

  ○ レクリエーション等を通じた障害のある子どもとない子どもの交流機会を設け、幼少

期からの障害理解の促進を図ります。 

  ○ 文化芸術活動、スポーツその他の活動を通じた障害のある人とない人の交流を進める

ことにより、相互理解を促進します。 

  ○ 障害の有無にかかわらず、公園を訪れる誰もが、共に遊び、学ぶことができる「インク

ルーシブパーク」の整備を促進します。 

  ○ 県民、事業者や各種団体が自発的に行う障害のある人とない人とが相互に交流する活

動等が促進されるよう、情報の提供その他の必要な支援を行います。 

 

（３）広報・啓発活動の推進 

○ 「障害者週間＊」（12月3日～9日）を中心に、「心の輪を広げる体験作文」や「障害者

週間のポスター」募集などを通じて、障害や障害のある人に対する理解の促進を図ります。 

○ 「人権週間」（12月4日～10日）や「精神保健福祉普及運動週間」（10月下旬～11月上

旬の1週間）、「世界自閉症啓発デー」（4月2日）、「発達障害啓発週間」（4月2日～8日）

など様々な機会をとらえて広報・啓発活動を推進します。   

○ 県広報誌、ホームページ、テレビ・新聞等各種媒体を通じて、障害のある人への理解を

促進するための広報活動を推進します。  

○ 障害や障害のある人に対する正しい理解の促進を図り、様々な心身の特性や考え方を

持つ全ての人々が、相互に理解を深めようとコミュニケーションをとり、支え合う「心の

バリアフリー＊」を進めます。また、知的障害、精神障害、発達障害、難病、高次脳機能

障害、盲ろう、重症心身障害その他の重複障害など、より一層の理解が必要な障害や、外

見からは分かりにくい障害について、その障害特性や必要な配慮等に関する理解の促進

を図ります。  

○ 市町、健康福祉センター（保健所）、精神保健福祉センターにおいて、心の健康に関す

る知識の普及・啓発活動に取り組み、精神障害に対する理解を促進します。 

 

２ 差別の解消、権利擁護の推進 

（１）障害を理由とする差別の解消の推進 

○ 国、市町や関係機関と連携し、事業者、県民が障害及び障害のある人について理解を深

め、障害を理由とする差別の解消に向けた取組を進めます。 

○ 障害を理由とする差別の解消の推進について、県、市町、事業者、県民が一体となって

取り組むことを定めた「障害のある人もない人も共に暮らしやすい山口県づくり条例」の
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周知・啓発に取り組みます。 

○ 障害を理由とする差別に関する相談について、山口県障害者権利擁護センター＊を窓口

とする相談受付体制を整備するとともに、市町及び県における相談受付体制の周知を図

ります。 

○ 住民に身近な市町が応じる相談の解決を支援するとともに、市町において解決が困難

な相談に応じ相談の解決が図られるよう、必要な助言・情報提供を行います。 

○ 法及び条例が規定する事業者による合理的配慮＊の提供の義務化について、事業者が適

切に対応できるよう、県政出前トークや団体が開催する研修等を通じて普及啓発を図り

ます。 

○ 「障害者差別解消法」に基づく障害者差別解消支援地域協議会として設置した「山口県

障害のある人もない人も共に暮らしやすい社会づくり推進会議」の場において、障害者差

別に関する相談等について情報を共有する等、関係機関等の連携により障害者差別を解

消するための取組を行います。 

○ 県職員への新規採用職員研修、県民や事業者への「あいサポーター」養成研修、県政出

前トークや団体が開催する研修等を通じて、「障害者差別解消法」や「障害のある人もな

い人も共に暮らしやすい山口県づくり条例」の普及啓発に努めます。 

 

（２）虐待防止体制の整備 

○ 市町職員や障害者支援施設、障害福祉サービス事業所等の関係機関を対象に、障害者虐

待防止や権利擁護＊に関する研修を実施し、「障害者虐待防止法」の趣旨の理解を図り、障

害者虐待の未然防止や早期発見、迅速な対応等が行えるよう努めます。 

○ 相談支援従事者、サービス管理責任者、児童発達支援管理責任者や強度行動障害＊支援

者等の各種人材育成に係る研修において、虐待防止や権利擁護に関する高い意識を持っ

て支援に当たるとともに、虐待の早期発見と通報を求めるよう努めます。 

○ 障害のある人に対する虐待防止を推進するため、障害者に対する虐待の禁止や、虐待を

受けた障害者の保護、養護者に対する支援等について理解促進を図るとともに、県障害者

権利擁護センターを中心に、市町障害者虐待防止センター＊や労働局等と連携し、障害者

虐待に関する相談、障害者虐待の未然防止、早期発見及び早期対応、事後の適切な支援が

図られるよう努めます。 

○ 県社会福祉士会や県弁護士会等の協力を得て市町や関係機関に対する専門的な助言を

行い、身近な相談機関の専門性の強化を図ります。 

 

（３）権利擁護の推進 

○ 自ら意思を決定すること（意思を形成及び表明する段階を含む。）に支援が必要な障害

のある人が障害福祉サービス等を適切に利用することができるよう、本人の自己決定を

尊重する観点から、相談支援専門員やサービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者

等に対する研修等を通じた意思決定支援の質の向上や意思決定支援ガイドラインの普及

を図ります。 
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○ 成年後見制度＊の利用を促進するため、制度の周知啓発を図ります。また、制度の利用

が困難な方を支援するため、市町による後見開始の審判申立てや、社会福祉法人等による

成年後見（法人後見）の取組を支援するとともに、弁護士や司法書士、社会福祉士等の専

門職と連携した成年後見人の確保に取り組みます。 

○ 認知症や障害等により判断能力が十分でない方に対して行う福祉サービスの利用援助

や日常的金銭管理等の支援を適切に行うため、権利擁護の取組の充実に努めます。 

 

（４）行政サービスの配慮 

○ 県職員は、事務・事業を実施するに当たり、職員が遵守すべき服務規律の一環として策

定した職員対応要領に基づき、障害のある人が必要とする社会的障壁の除去の実施につ

いて、必要かつ合理的な配慮を行う等の適切な対応を行います。 

○ 障害のある人が容易に行政情報を取得、利用できるよう、ホームページの作成、運営に

おいて、ウェブアクセシビリティに配慮した情報提供を行います。 

○ 障害のある人への情報アクセシビリティ向上が図られるよう、県広報誌の点字版・録音

盤の作成・配布や知事記者会見の手話＊通訳などにより、障害の特性に応じた配慮を行う

よう努めます。 

○ 県議会の本会議を聴覚障害のある人も傍聴できるよう、要約筆記＊や手話通訳等の実施

に努めます。 

○ 各種選挙において、障害のある人が円滑に投票できるようにするため、必要な措置を講

じるよう市町に要請を行い、投票所の環境整備に努めます。 

 

３ 地域における福祉活動の充実   

（１）協働体制の促進 

○ 誰もが住み慣れた地域で安心・安全に暮らすことができるよう、県や市町、社会福祉協

議会、関係団体、ＮＰＯ＊、民生委員・児童委員＊、ボランティア、地域住民等が一体とな

って高齢者や障害者、子ども等への見守りを行うなど日常的な地域福祉活動の充実に取

り組みます。 

○ 障害者施策の策定や実施に当たって、障害当事者やその家族、障害者関係団体の意見を

尊重し、反映することができるよう、山口県障害者施策推進協議会を開催するほか、障害

者団体等と協力しながら各種事業を実施するとともに、障害者団体等が主体的に行う社

会活動等への必要な支援を行います。 

（２）市町における重層的な相談支援体制整備の促進 

○ 地域住民の複雑化、複合化した課題やニーズに対応するため、市町において、各分野の

支援機関が協働し、内容を問わない相談の受け止めや課題の解きほぐし、アウトリーチ＊

を含む継続的な伴走等による相談支援をはじめ、地域から孤立してしまっている住民に

対する個々の課題に応じた社会参加への支援、世代や属性を超えて住民同士が交流でき

る多様な場や居場所の整備等に取り組む重層的な相談支援体制の構築を促進します。 
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（３）ボランティア活動等の推進 

○ 世代や個人・企業・団体等を問わず、多くの県民がボランティア活動やＮＰＯ活動、コ

ミュニティ活動＊などの県民活動に参加できるよう、やまぐち県民活動支援センターや市

町民活動支援センター、山口きらめき財団等と連携し、県民の自主的・主体的な活動を支

援します。 

○ 県ボランティアセンターと市町ボランティアセンターの機能強化と相互の連携を促進

するとともに、様々なメディア等を活用した情報提供によりボランティア活動に対する

県民の意識啓発に努め、ボランティア活動を促進します。 

○ 地域ぐるみで障害のある人の生活を支える上で、様々なボランティアの養成と活動の

充実などを図る必要があるため、地域の点訳・音訳サークルや手話サークル、要約筆記サ

ークル等についての適切な情報提供を行うなど、きめ細かな支援に努めます。 
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 Ⅱ 自立生活を支える基盤整備 

【現状と課題】 

 障害のある人が、地域において自立した日常生活又は社会生活を営むためには、障害福祉

サービスの提供体制を確保するとともに、これらのサービスの適切な利用を支え、各種ニー

ズに対応する相談支援体制の構築が不可欠です。 

県では、「山口県障害福祉サービス実施計画」に基づき市町と連携したサービス提供体制の

整備に取り組むとともに、広域的・専門的な相談支援機関を中心とした相談支援体制の充実

を図っているところです。 

 このうち、医療的ケア児や発達障害児などの支援を必要とする障害のある子どもは増加傾

向にあり、支援ニーズの多様化へのきめ細かな対応が求められています。 

障害のある子どもが健やかに成長できるよう、保健、医療、福祉、教育等の関係機関が連携

し、障害のある子どもやその家族に対する支援体制の強化を図ることが必要です。 

 

【施策の推進方向】 

１ 障害のある子どもへの支援の充実  重点施策 

（１）障害児療育体制の充実 

○ 障害の疑いがある段階から身近な地域で支援できるように、市町障害児福祉計画と整

合性を確保した障害児福祉計画を策定し、障害児支援の均てん化を図ることにより、障害

児支援の地域支援体制の計画的な整備を推進します。 

○ 障害のある幼児や家族が身近な地域で適切な療育サービスを利用できるよう、児童発

達支援や放課後等デイサービス、保育所等訪問支援事業など、サービス提供体制の整備を

進めます。 

○ 障害のある幼児の円滑な就学を支援するため、やまぐち総合教育支援センター内の「ふ

れあい教育センター＊」や、地域の「特別支援教育センター＊」、「サブセンター＊」におけ

る就学前の相談支援等の取組の一層の充実と相互の連携強化を図ります。 

○ 障害のある幼児の受入に対する特別支援教育＊の充実や、障害のある幼児の幼稚園や保

育所への受入を支援します。 

○ 障害のある子どもの集団生活の適応のための支援等を実施する保育所等訪問支援事業

や、保育所等の施設職員や保護者に対し、障害の早期発見・早期対応のための助言等を行

う巡回支援の活用を通じ、障害のある子どもの地域社会への参加・包容（インクルージョ

ン）の推進を図ります。 

（２）医療的ケア児支援 

  ○ 医療的ケア児等への支援を総合調整するコーディネーターを配置した県医療的ケア児

支援センター＊を運営し、医療的ケア児とその家族や関係者に対する専門的な相談支援や

関係機関等への情報提供・連絡調整等を実施します。 
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○ 保健・医療・福祉・教育等の関係機関により構成する県医療的ケア児支援地域協議会に

おいて、地域における実態把握や支援体制整備の方向性など、医療的ケア児支援に関する

課題や対応策について検討し、支援体制の整備を進めます。 

○ 医療的ケアが必要な障害のある子どもや家族に対する支援が適切に行えるよう、関連

分野の支援を総合調整するコーディネーターの養成を目的とした研修を実施します。 

〇 障害福祉サービス事業所等において、医療的ケア（たんの吸引、経管栄養など）を実施

できる人材の確保及び資質の向上を図るとともに、より安全にケアの提供が行われるよ

う、研修体制の充実を図ります。 

○ 医療的ケア児の受入れが可能な通所施設や短期入所施設等の開設・拡充を働きかける

など、在宅生活支援の環境整備に努めます。  

○ 医療的ケア児等の地域生活と療養を支援するため、医師や看護師等を対象とした研修

会等を通じ、小児在宅医療の理解促進と支援技術の向上を図るとともに、医療的ケア児等

の在宅医療に携わる医療機関の拡大に向けた取組を進めます。 

○ 医療的ケアを必要とする児童生徒の教育や、他の児童生徒と共に学ぶ機会を確保する

ため、医療的ケア看護職員の配置に努めます。  

○ 保育所等における医療的ケア児の受入れを可能とするための体制整備を支援します。  

○ 医療的ケア児の養育経験がある保護者による相談会や交流の場を通じて、医療的ケア

児の家族同士が共に支え合える体制構築を支援します。 

〇 小児慢性特定疾病＊にかかっている児童に対し、適切な療育＊を確保するため、健康福祉

センター（保健所）において、療養相談等を実施します。 

 

（３）発達障害児（者）支援 

○ 発達障害児（者）に対する支援を総合的に行う拠点機関として県発達障害者支援センタ

ーを設置し、発達障害児（者）やその家族、支援者に対し、乳幼児期から成人期までの各

ライフステージに応じた相談支援、発達支援、就労支援等を行います。 

○ 発達障害児（者）やその家族が、身近な地域で切れ目のない支援を受けられるよう、県

発達障害者支援センターと各地域の児童発達支援センター等との役割分担による重層的

な支援体制の充実を図るとともに、地域の関係機関相互の連携強化と専門性向上による

支援力の充実強化に取り組みます。 

○ 県発達障害者支援センターに、市町や地域の施設、事業所、関係機関に対する専門的な

助言や困難事例へのバックアップを行う「地域支援マネージャー」を配置し、地域支援機

能を強化するとともに、各地域等の支援機関との連携を通じて、発達障害者とその家族が

身近な場所で必要な支援を受けられるよう、センターを中核とした支援ネットワークの

強化を図ります。 

○ 発達障害者支援地域協議会において、教育、就労、福祉の各分野における取組の現状と

課題について協議を行い、各分野の一層の連携強化を図ります。 
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○ 発達障害児の子育て経験のある親が、その経験を生かして相談・助言等を行うペアレン

ト・メンター＊として県内各地域で活動できるよう、必要な知識・技術を身に付けるため

の研修を実施します。 

〇 発達障害の早期発見や早期支援に資するよう、発達障害児（者）が日頃から受診する診

療所等の医師を対象に、地域の医師の診療技術の向上を図り、発達障害児（者）が身近な

地域で医療的支援を受けやすくする研修を実施します。 

○ 発達障害児やその家族を支援する関係機関等の職員を対象に、発達障害児の保護者に

対する相談支援や発達支援等に関する研修を実施します。 

○ ふれあい教育センター・特別支援教育センター等による、発達障害のある児童・生徒に

対する教育面における相談支援体制の充実を図ります。 

○ 発達障害のある児童・生徒を対象に、本人の可能性を引き出すことができるよう、良好

な人間関係作りの支援や企業等での就労体験を実施します。 

○ 労働局等と連携し、発達障害に関する企業・事業主等の理解を促進するとともに、障害

特性に応じた支援の充実を通じて、発達障害者の雇用拡大と職場定着の促進を図ります。  

○ 発達障害の診療を行っている医療機関や身近な地域での相談窓口について、県ホーム

ページに公開するなど情報提供を行います。 

○ 発達障害に関する県民の理解が深まるよう、「発達障害啓発週間」（4 月 2 日～8 日)を

中心とした普及啓発活動の促進を図ります。 

 

（４）難聴児支援 

○ 新生児聴覚検査の実施体制の確立を目的とする協議会や専門委員会において、新生児聴

覚検査実施状況等の把握を行います。  

○ 保健、医療、福祉、教育等の関係機関等により構成する県難聴児支援地域協議会において、

難聴児とその家族の支援に係る連携強化を図り、難聴児等支援に関する課題と対応策の検

討等を実施します。 

○ 難聴児家族や関係者からの、人工内耳、補聴器、手話、療育等の子育てに関する様々な相

談への対応や適切な情報提供を行うとともに、難聴児の通う地域関係機関職員に対し、支援

の方法についての助言・情報提供を実施します。 

○ 難聴児支援に関わる事業所職員等を対象に、難聴児支援の専門性向上を図る研修を実施

します。 

○ 身体障害者手帳の交付対象とならない軽度・中等度難聴児の補聴器購入に対して助成す

ることにより、補聴器の早期装用を促し、将来的に自立した日常生活を営むことができるよ

う、言語能力の健全な発達を支援します。 
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２ 相談支援・連携体制の整備   

（１）地域における連携体制の整備 

○ 地域自立支援協議会＊を中心に、個別支援会議（ケア会議）によるケアマネジメント＊の

推進と、関係機関のネットワークの強化を図ることにより、障害のある人が身近な地域で

相談支援を受けることができる体制の充実と機能強化を支援します。 

○ 広域的な相談支援等を行う相談支援アドバイザーを配置し、各地域自立支援協議会へ

の参加により圏域の状況を把握するとともに、広域的・専門的な観点から、困難事例や地

域ネットワーク構築に対する助言等の支援を行います。 

○ 各市町において、総合的な相談支援、地域の相談支援体制の強化及び関係機関等の連携

の緊密化を通じた地域づくりの役割を担う基幹相談支援センター＊が設置（複数市町によ

る共同設置を含む。）されるとともに、基幹相談支援センターが地域の相談支援体制の強

化を図る体制を確保することができるよう支援します。 

○ ６５歳以上の障害のある人に対する支援は、介護保険制度によるサービス提供が基本

となることから、高齢障害者が介護保険サービスを円滑に利用できるよう、市町やサービ

ス事業者等に対して制度の適切な運用について周知を図るとともに、障害福祉サービス

の併用による適切な支援が行えるよう、市町や相談支援事業者、地域包括支援センターな

どの関係機関の連携を図ります。 

 

（２）専門的・広域的な相談支援体制 

○ 障害のある人の多様なニーズとライフステージに応じた総合的な支援が行われるよう、

広域的・専門的な相談支援機関である、身体障害者更生相談所、知的障害者更生相談所、

児童相談所、精神保健福祉センター＊、聴覚障害者情報センター＊、発達障害者支援センタ

ー、医療的ケア児支援センター、障害者権利擁護センター、障害者就業・生活支援センタ

ー＊、地域生活定着支援センター、特別支援教育センター、ハローワーク、障害者職業セ

ンター＊などの機能の充実を図るとともに、これらの機関と相談支援事業者をはじめとす

る地域の相談支援機関との連携を強化します。 

○ 県発達障害者支援センターにおいては、発達障害に関する相談支援を充実するととも

に、身近な地域で必要な支援を受けられるよう、各地域の児童発達支援センター等と連携

した重層的な支援体制の構築を図ります。 

○ 県医療的ケア児支援センターにおいては、医療的ケア児とその家族に対し専門的な相

談支援を実施するとともに、関係機関等への情報提供・連絡調整を行います。 

○ 高次脳機能障害の支援拠点機関であり、高次脳機能外来を開設しているこころの医療

センターを中心として、市町や関係機関による支援ネットワークを構築し、身近な地域に

おける診断・リハビリテーション＊や相談支援の充実を図るとともに、広く県民に対する

普及啓発活動を進め、高次脳機能障害についての理解促進を図ります。 

○ 県障害者権利擁護センターにおいては、障害者虐待に関する通報や届出を受理し、虐待

を受けた障害者に対する適切な支援を行うとともに、センターを中心として市町の障害
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者虐待防止センター＊等の関係機関とのネットワークを活用し、障害者虐待の未然防止、

障害者及びその養護者に対する支援を適切に行うほか、障害を理由とする差別に関する

相談対応を行います。 

○ 県地域生活定着支援センターにおいては、刑務所等から退所した人や刑事司法手続の

入口段階にある被疑者・被告人等で、自立した生活が困難な障害のある人等に対して、保

護観察所等の関係機関と協働し、福祉サービスの利用援助等を行い、地域での自立した生

活を支援します。 

○ 障害のある児童・生徒の教育を支援するため、やまぐち総合教育支援センター内のふれ

あい教育センターをはじめ、特別支援教育センター等において、専門的な相談支援に取り

組みます。 

 

（３）高次脳機能障害支援 

○ 高次脳機能障害の支援拠点機関であるこころの医療センターを中心として、市町や関

係機関との地域支援ネットワークを構築し、高次脳機能障害のある人への支援体制の確

立を図ります。 

○ 医療機関等に対して高次脳機能障害への理解を促進し、急性期、回復期段階での早期発

見・早期支援を図ります。 

○ こころの医療センターに設置した高次脳専門外来により、高次脳機能障害の確定診断

や精神障害者保健福祉手帳・障害年金の意見書作成など、医療に関する相談に対応します。 

○ 支援拠点機関に支援コーディネーターを配置し、地域の医療機関やサービス提供事業

者等におけるリハビリテーションや訓練のプログラム作成及び評価への支援を行います。 

○ 支援コーディネーターを中心に相談支援事業所等と連携し、障害者手帳や障害年金、介

護保険等各種制度の申請支援を行います。 

○ 医療機関や就労関係機関に対し、それぞれの障害特性に応じたリハビリテーション等

の支援ノウハウを提供します。 

○ 神経心理学的検査研修やアセスメント研修等の開催により、高次脳機能障害のある人

への支援を行う関係職員のスキルアップを図ります。 

○ 障害者就業・生活支援センターや障害者職業センター等と連携し、高次脳機能障害のあ

る人の特性に応じた職場適応がなされるよう、きめ細かな就労支援を実施します。 

○ 一般向け講習会の開催等により、広く県民に対する普及啓発活動を進め、高次脳機能障

害についての理解促進を図ります。 

 

３ 生活支援体制の整備 

（１）障害福祉サービス等提供体制の整備充実 

○ 障害のある人が社会の一員として地域の中で安心して生活ができる社会の実現に向け、

ニーズに応じて利用できる障害福祉サービス等の充実を図ります。 
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○ 地域においてライフステージに応じた適切な支援を受けることができるよう、必要な

障害福祉サービスや障害児通所支援等が計画的に提供される体制を確保するための「山

口県障害福祉サービス実施計画」（障害者総合支援法に基づく障害福祉計画及び児童福祉

法に基づく障害児福祉計画）を策定し、地域の実情を踏まえながら、市町と連携して障害

福祉圏域ごとにバランスのとれたサービス提供体制を整備していきます。 

○ 高齢者と障害者（児）が同一の事業所でサービスを受けやすくするため創設された「共

生型サービス」について、事業所等への周知と情報提供を図ります。 

○ 県と市町は、それぞれの役割に応じ、障害のある人のニーズを踏まえ、地域の実情に応

じた地域生活支援事業の充実を図ります。 

○ 障害福祉サービス事業所等において適切な事業所運営や個別支援計画に基づいた利用

者本位の適切な支援が行われるよう、監査や実地指導を効果的に実施します。 

○ 国の補助事業を活用しながら、障害福祉サービス事業所等の創設や改修に要する費用

の一部を補助します。 

○ 障害福祉サービス等の利用者が、個々のニーズに応じて良質なサービスを選択できる

ようにするとともに、事業者によるサービスの質の向上が図られるよう、障害福祉サービ

ス等情報公表制度を運用します。 

 

（２）人材育成・確保、研修の充実 

○ 障害者（児）のサービス等利用計画の作成や関係者との連絡調整を行う相談支援従事者、

障害者（児）の個別支援計画の作成やサービス提供職員への技術指導等を行うサービス管

理責任者及び児童発達支援管理責任者の養成・資質向上を目的とした研修を実施します。 

○ 日常生活や社会生活等において障害のある人の意思が適切に反映された生活が送れる

よう、相談支援専門員等の研修において、意思決定支援ガイドラインを活用して意思決定

支援の質の向上を図ります。 

〇 強度行動障害のある人に対して適切な支援を行うことができるよう、強度行動障害支

援者養成研修等を実施するなど、支援に必要な専門的な人材の育成を進めます。 

〇 医療的ケアが必要な障害のある子どもや家族に対する支援が適切に行えるよう、関連

分野の支援を総合調整するコーディネーターの養成を目的とした研修を実施します。（再

掲） 

〇 障害福祉サービス事業所等において、医療的ケア（たんの吸引、経管栄養など）を実施

できる人材の確保及び資質の向上を図るとともに、より安全にケアの提供が行われるよ

う、研修体制の充実を図ります。（再掲） 

○ 意思疎通支援を行う者のうち、専門性の高い、手話通訳者、要約筆記者、盲ろう者向け

通訳・介助員、失語症＊者向け意思疎通支援者を養成します。また、市町と連携して、点

訳・朗読・手話奉仕員を養成します。 

○ 障害福祉の現場が働きがいのある魅力的な職場であることの積極的な周知・広報等に
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より、障害福祉人材の確保に取り組みます。 

 

（３）生活の安定への支援 

○ 必要な各種資金を低利または無利子で貸し付ける「生活福祉資金」や自動車税（環境性

能割・種別割）の減免等により、障害のある人の経済的自立と社会参加を支援します。  

○ 保護者の相互扶助制度である「心身障害者扶養共済制度＊」について、加入者の所得状

況に応じた掛金の減免措置を行うとともに、その円滑な運用に努めます。 

○ 特別障害者手当＊などの各種手当や、医療費の給付・助成制度等の適切な実施を図り、

障害のある人や家族の経済的負担を軽減します。  

○ 障害のある人に対する医療費の給付・助成、ＪＲやバス運賃の割引制度など、生活安定

のための各種制度について、各種広報媒体を通じて周知を図ります。 

 

４ 保健・医療提供体制の充実 

（１）保健・医療の充実等 

○ 障害の原因となる生活習慣病の発症予防、重症化予防を図るため、「健康やまぐち21計

画＊」に基づき、生活習慣の改善や、個人を取り巻く社会環境の質の向上を推進します。 

○ 障害のある人が身近な地域で必要な医療やリハビリテーションを受けられるよう、地

域医療体制等の充実を図ります。 

○ 周産期に起こりうる疾患や障害の予防から療育までを包含した周産期医療体制＊の充

実・強化を図ります。 

○ 高齢化等による障害の重度化・重複化を予防するため、市町や地域包括支援センターと

連携し、介護予防の推進を図るとともに、介護予防事業におけるリハビリテーション専門

職等の関与を促進します。 

○ 一般歯科診療所で対応が困難な障害のある人に対する歯科診療体制の確保や歯科医師

の人材育成を図ります。また、障害のある人が県内のどの地域でも歯科医療が受けられる

体制を整備します。 

 

（２）難病＊患者等への支援 

○ 難病患者等が必要な障害福祉サービスを適切に利用できるよう医療・相談体制の整備

に努めます。 

○ 難病診療連携拠点病院＊（山口大学医学部附属病院）に設置した難病対策センターにお

いて、難病医療コーディネーターによる広域的な医療調整や専門的助言、医療従事者研修

等を実施します。 

○ 難病相談支援センター（県・健康福祉センター(保健所)に窓口設置）では、関係機関や

患者会等と連携して、難病患者や家族の様々なニーズに対応したきめ細かな相談支援を

推進します。 
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○ 難病患者等の病状等に応じ、保健・医療・福祉サービスが適時適切に提供されるよう、

健康福祉センター（保健所）や市町等関係機関の連携の下、サービス調整の強化を図りま

す。 

○ 各健康福祉センターに自立支援員を配置し、学校や就労支援機関との連携体制の構築

や就労支援策の普及啓発等を行います。 

〇 小児慢性特定疾病にかかっている児童に対し、適切な療育を確保するため、健康福祉セ

ンター（保健所）において、療養相談等を実施します。（再掲） 

 

（３）精神保健・医療の適切な提供 

○ 精神保健分野における総合的技術センターとして、地域精神保健福祉活動の中核とな

る精神保健福祉センターにおいて、県民への広報啓発を行うとともに、各健康福祉センタ

ーや関係機関への技術支援及び教育研修を通じた人材養成による支援体制の充実を図り

ます。 

○ 精神保健福祉センター、保健所、市町等の関係機関において、こころの健康に関する問

題（うつ病や統合失調症、思春期のメンタルヘルス等）を気軽に相談できる体制の充実を

図ります。 

○ 精神障害のある人の病状に応じ、早期退院を目指した入院医療の確保に努めるととも

に、療養環境の改善を進めます。また、精神通院医療の活用を図り、精神科デイ・ケア＊

や訪問看護等を含めた通院医療の充実を促進します。 

○ 地域で生活する精神障害のある人が安心して地域で日常生活を送れるよう、休日や夜

間における精神科救急医療システム＊の充実や 24 時間対応の医療相談の取組を推進しま

す。 

○ 精神障害のある人の早期治療、社会復帰、社会参加を促進するため、訪問指導の実施や

精神保健福祉相談の推進に努めます。 

○ 心の健康の保持増進を図るため、心の健康について普及啓発を行うとともに、「電話相

談」、「来所相談」及び「ＳＮＳ相談」に応じる体制の充実を図り、心の悩みに関する相談

等の各種支援を推進します。 

○ 精神科病院における虐待防止に向けた取組を推進するため、業務従事者等による通報

の受理体制を整備するとともに、普及啓発等を行います。 

○ 精神障害のある人とともに生活する家族に対して精神障害に対する正しい知識と情報

を提供し、精神障害のある人の社会復帰及び自立と社会参加の促進を図ります。  
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 Ⅲ 地域でともに暮らせる、住みよい生活環境の整備 

【現状と課題】 

共生社会の実現を目指す上で、障害のある人が、可能な限り、どこで誰と生活するかにつ

いての選択の機会を有し、自らの望む地域社会で暮らせることへの支援が重要です。 

施設に入所または精神科病院に入院している障害のある人が、希望する地域で、地域の一

員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、入所施設や精神科病院から地

域生活への移行を促進し、地域での安定した生活の継続を支援する体制の充実を図る必要が

あります。 

また、改正障害者総合支援法に基づき、市町村における基幹相談支援センターや地域生活

支援拠点等の整備が努力義務となることを踏まえ、県として、市町における整備と機能の充

実を支援していく必要があります。 

 

【施策の推進方向】 

１ 地域生活支援体制の充実  重点施策 

（１）地域生活移行の推進 

○ 地域生活移行に係る関係機関の協議の場を設置し、地域生活移行に係る事例・課題の共

有及び地域生活移行に係る支援策の検討を進めます。 

○ 相談支援専門員や施設職員等のスキルアップのための研修を充実させ、相談支援体制

の強化を図ります。 

○ 障害のある人が地域で自立した生活を営むことができるようグループホーム入所や就

労などの地域生活を体験する機会を増やします。 

○ 各市町において地域生活支援拠点等を整備するとともに、その機能の充実のため、コー

ディネーターの配置などによる効果的な支援体制の構築に向けた取組を支援します。  

〇 強度行動障害のある人の支援体制の充実を図るため、各市町又は圏域において、強度行

動障害のある人に関し、その状況や支援ニーズの把握を行い、地域の関係機関が連携した

支援体制が進むよう支援します。 

○ 精神障害のある人が地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができる

よう、圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場を設置し、医療機関、地域援助

事業者、市町等との重層的な連携による支援体制の構築を推進します。  

○ 各市町において、総合的な相談支援、地域の相談支援体制の強化及び関係機関等の連携

の緊密化を通じた地域づくりの役割を担う基幹相談支援センターが設置（複数市町によ

る共同設置を含む。）されるとともに、基幹相談支援センターが地域の相談支援体制の強

化を図る体制を確保することができるよう支援します。 

○ 障害児入所施設に入所している児童が１８歳以降、大人にふさわしい環境へ円滑に移
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行できるよう、関係機関等と連携し、移行調整に係る協議を実施します。 

○ 県地域生活定着支援センターにおいては、刑務所等から退所した人や刑事司法手続の

入口段階にある被疑者・被告人等で、自立した生活が困難な障害のある人等に対して、保

護観察所等の関係機関と協働し、福祉サービスの利用援助等を行い、地域での自立した生

活を支援します。（再掲） 

 

（２）地域定着のための支援 

○ 障害のある人が地域で自立した生活を営むことができるよう、日中活動の場を提供す

る事業所や多様な形態のグループホームの整備を促進します。 

○ 障害のある人の公営住宅への入居について、入居要件の緩和や優先入居制度等により

支援するとともに、公営住宅のグループホーム等としての活用が地域の実情に応じて積

極的に図られるよう、事業者等に対する一層の周知と情報提供に努めます。   

○ 県、市町、不動産関係団体、居住支援団体等からなる「山口県居住支援協議会」の枠組

みを活用し、住宅の情報提供などを行い、障害のある人の民間賃貸住宅への円滑な入居を

促進します。  

○ 住宅確保要配慮者向け住宅の登録の促進により、障害のある人の民間賃貸住宅への円

滑な入居を支援します。 

○ 公営住宅の整備については、障害のある人が安心して快適に生活できるよう配慮した

仕様にするとともに、既存の住宅についても必要に応じ、障害の特性・程度に対応した改

造を行います。 

○ 在宅において、たん吸引等の必要なサービスが受けられるよう、介護職員に対して研修

を実施します。  

○ 緊急時のサポート体制の整備として、安心して地域で日常生活が送れるよう、休日や夜

間における精神科救急医療システムの充実や24時間対応の医療相談の取組を推進します。 

○ 医療的なケアが行えるサービスとして、「山口県保健医療計画＊」に基づき、精神科デイ･

ケアや訪問看護等を含めた通院医療の充実を図ります。 

○ 「障害者差別解消法」、「障害のある人もない人も共に暮らしやすい山口県づくり条例」

やあいサポート運動の普及啓発等を通じ、地域住民等に対する障害や障害のある人への

理解を促進します。 

 

２ 福祉のまちづくりの推進 

（１）ユニバーサルデザインの推進 

○ まち全体にわたる面的な広がりや連続性を確保するため、「山口県福祉のまちづくり条

例＊」や「バリアフリー法＊」等に基づいた施設整備を一層促進します。 
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○ ユニバーサルデザイン＊の推進に当たっては、県全体の運動として広げていく必要があ

ることから、県民、事業者、市町などと連携して、それぞれの主体的な取組を促進します。 

○ 「やまぐち安心おでかけ福祉マップ＊」など、障害のある人や子ども連れの方などが安

心して外出できるよう配慮された施設を紹介する取組を推進します。 

○ 身体に障害のある人の車の運転を支援するため、身体障害者標識の普及や保護規定の

周知徹底を図ります。また、公共施設や店舗などに設置されている身体障害者用駐車場の

適正利用を図るため、「やまぐち障害者等専用駐車場利用証制度＊」の一層の普及・定着を

推進します。 

〇 障害のある人を含む全ての人が県の公共施設等を安心・安全に利用できるよう、県の公

共施設等の修繕・更新等を行う際には、「山口県ユニバーサルデザイン行動指針＊」に基づ

き、 利用者のニーズや施設の状況に応じたユニバーサルデザイン化を進めます。 

 

（２）移動しやすい環境の整備等 

○ 障害のある人を含む全ての人が安心・安全に移動できるよう、幅の広い歩道の整備や歩

行空間のバリアフリー化を推進します。 

○ 視覚障害のある人を対象にした歩行訓練や中途失明者への歩行訓練士の派遣による生

活訓練の充実を図ります。 

○ 身体障害者補助犬＊（盲導犬、介助犬、聴導犬）を必要とする障害のある人に給付を行

います。また、補助犬に関する広報、啓発を行い、県民及び事業者への理解を促進します。 

 

３ 情報環境・意思疎通支援の充実 

（１）情報アクセシビリティの向上 

○ 障害のある人に対して障害の特性に応じた情報保障に必要な配慮に関するマニュアル

について、市町や関係機関、企業等への周知・普及を図ることにより、障害に対する理解

の促進と障害のある人への適切な情報保証の対応が行われるよう努めます。 

〇 デジタル機器の活用に不安のある障害のある方が利便性を享受し、より豊かな生活を

実現できるよう、障害者ＩＣＴサポートセンターを設置し、障害のある方のＩＣＴ機器の

利用機会の拡大や活用能力の向上を支援します。 

○ 視覚障害のある人への情報アクセシビリティ向上が図られるよう、県が作成するリー

フレットなどの印刷物への音声コードの付記に努めます。 

○ 視覚障害のある人に点訳・音訳図書を提供するため、点字図書館を運営して利用促進を

図ります。 

○ 視覚障害や自閉症、学習障害などの理由により、本をそのままの形で利用することに支

障のある人に図書館サービスを提供するため、県立図書館においてマルチメディアデイ

ジー室を運営し、マルチメディアデイジー図書＊の普及啓発を図ります。 

○ 聴覚障害者情報センターを運営し、情報機器の整備・貸出や、利用者からの相談に対す
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る適切な助言その他の援助を行います。 

 

（２）意思疎通支援の充実 

○ 意思疎通支援を行う者のうち、専門性の高い、手話通訳者、要約筆記者＊、盲ろう者向

け通訳・介助員＊、失語症者向け意思疎通支援者を養成します。また、市町と連携して、

点訳・朗読・手話奉仕員＊を養成するとともに、これらの意思疎通支援を行う者を派遣す

るなど、障害のある人に対するコミュニケーション支援の充実に努めます。 

○ あいサポーター研修を通じて、聴覚障害のある人のコミュニケーション手段である手

話を学び、手話に対する理解を深める機会の拡大に努めます。 

○ 身体障害者手帳の交付対象とならない軽度・中等度難聴児の補聴器購入に対して助成

することにより、補聴器の早期装用を促し、将来的に自立した日常生活を営むことができ

るよう、言語能力の健全な発達を支援します。（再掲） 

 

４ 安全・安心の確保 

（１）防災対策の推進 

○ 障害のある人は災害時にはその行動等に多くの困難が伴い、また、避難生活では厳しい

環境下に置かれることも少なくないことから、福祉・医療施設における水害、土砂災害等

からの避難対策を中心として、施設を含む「地域」とそれを支える市町、関係機関、県が

連携を図り、障害のある人に配慮した防災対策を一層推進します。 

○ 地域内、あるいは、同種の施設間での、非常災害時における協力関係をあらかじめ結ん

でおく「非常災害時相互応援協定」について、協定の締結が進むよう助言を行います。 

○ 大規模災害発生時に、避難所等において要配慮者に適切な福祉支援を行うため、福祉団

体と締結した「災害派遣福祉チームの派遣に関する協定」に基づき、避難所等に災害派遣

福祉チーム（ＤＷＡＴ）＊を派遣し、支援体制の強化を図ります。 

○ 施設の立地条件や利用者の状況など地域の実情に応じた、施設内防災計画（防災マニュ

アル）の作成、見直しが図られるよう、また、施設の実態に即した実効性の高い訓練が行

われるよう、指導・助言を行います。 

○ 水防法等に基づき、市町地域防災計画へ位置付けられた浸水想定区域や土砂災害警戒

区域内の障害のある人が利用する施設に対し、計画の作成、市町への報告及び避難訓練が

実施されるよう、県及び市町の関係部局が連携し、積極的に支援します。 

○ 土砂災害の恐れのある区域での施設の立地を抑制するよう、「社会福祉施設等の立地に

関する指導要綱」に基づき指導・助言等を行います。 

○ 施設内防災計画（防災マニュアル）に基づく食料等の備蓄品リストの活用など、平常時

から必要な物資の備蓄等の災害時の体制整備が図られるよう、指導・助言を行います。  

○ 災害が発生した場合であっても、必要な障害福祉サービスが継続的に提供できる体制

を構築することが重要であるため、業務継続に向けた計画等の策定、研修・訓練の実施等
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について、指導・助言を行います。  

○ 聴覚障害のある人等への災害情報の伝達を効果的に行うため、文字放送受信装置の普

及に努めるとともに、ＦＡＸや携帯電話等のＥメールによる情報伝達の体制整備を進め

ます。 

 

（２）感染症対策の推進 

○ 感染症が発生した場合であっても、必要な障害福祉サービスが継続的に提供できる体

制を構築することが重要であるため、業務継続に向けた計画等の策定、研修・訓練の実施

等について、指導・助言を行います。 

○ 施設内での感染症発生時、施設利用者が必要に応じて医師等の往診を受けることがで

きるよう、施設嘱託医や地域の協力医療機関との連携の強化を図ります。  

○ 施設を対象とした感染対策研修の実施や個別実地指導等を行うことにより、感染防止

対策の充実・強化を図ります。 

○ 国や関係機関と連携の上、障害福祉サービス事業所等における感染症対策に必要な物

資の備蓄体制等の整備に取り組みます。  

○ 施設等での集団感染発生時には、その病原体の特性や感染状況等を踏まえ、感染制御

や業務継続支援、感染者の症状等に応じた適切な治療の実施など、保健所や協力医療機

関等による、必要に応じた早期の介入・支援を目指します。 

 

（３）防犯・交通安全対策の推進 

○ 聴覚・言語に障害のある人等からの緊急通報手段である「ＦＡＸ１１０番＊」や「１１

０番アプリシステム＊」による通報体制を整備するとともに、広報・普及に努めます。 

○ 障害者支援施設等を利用する障害のある人が安心して生活できるように、国が作成す

る防犯マニュアルや防犯対策チェックリストを活用し、防犯対策に係る施設の取組を支

援します。 

○ 横断歩道を利用する視覚障害のある人の安全性及び利便性を高めるため、エスコート

ゾーン＊や信号機への視覚障害者用付加装置の設置等、障害のある人等に配慮した交通安

全施設を整備します。 

 

（４）消費者被害の防止 

○ 契約や金銭管理に支援が必要な障害のある人への悪質商法＊などの被害を未然に防止

するため、障害の特性に配慮した消費者教育、情報提供体制の充実・強化を図ります。 
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 Ⅳ 自立と社会参加に向けた雇用・就労促進 

【現状と課題】 

障害のある人が地域社会を構成する一員として自立した生活を送るためには、雇用・就労の

場の確保が重要であるとともに、経済的自立にとどまらず、就労を通じて生きがいや社会との

つながりを感じること、自身の成長や自己実現を図る機会、就業の場や地域での障害のない人

との相互理解の促進という観点からも就労は大きな意義を有しています。 

このため、働く意欲のある障害のある人がその能力や適性に応じていきいきと働き、自立し

た生活を送ることができるよう、就労への円滑な移行促進、ニーズに応じた職業訓練や適性に

応じた職種のマッチング等に取り組むとともに、在職障害者の就労に伴う生活面の課題に対応

できるよう、就労後の職場定着支援に取り組んでいく必要があります。 

また、共同受注窓口などによる福祉施設の受注の一層の拡大や優先発注の拡大など、福祉施

設における工賃向上に向けた取組を進める必要があります。 

 

【施策の推進方向】 

１ 障害特性に応じた就労支援  重点施策 

（１）一般就労への移行支援・定着支援 

○ 障害者就業・生活支援センターの活動の充実を図り、障害のある人の就業面及び生活面

からの一体的な相談支援を実施することにより就労を促進するとともに、ハローワーク

等の就労支援関係機関と連携し、職場での定着が図られるよう支援します。 

○ 障害者就業・生活支援センターで開催する業務運営連絡協議会等を通じ、労働局や障害

者職業センターをはじめとした教育・福祉・労働・医療等の関係機関が連携した支援を実

施します。 

○ 職業教育や就労支援、進路の確保などを効果的に実施できるよう、地域自立支援協議会

において情報交換や協議の場を設けます。  

○ 障害のある人の一般就労への移行を促進するため、就労移行支援サービスの提供体制

の整備を図ります。 

○ 就労移行支援事業所から一般企業等への就労を促進するため、就労支援員、職業指導員

等の就労支援の担い手となる職員を対象とした事例検討会、研修会を開催し、事業所の一

般就労への支援力向上を図ります。  

 

（２）福祉的就労における支援 

○ 「山口県工賃向上計画（第４期）（令和３～５年度）」の実績を踏まえ、「山口県工賃向

上計画（第５期）（令和６～８年度）」を策定し、就労継続支援Ｂ型事業所の更なる工賃向

上取組を推進します。  

○ 工賃向上に資する事業所向け研修会やイベント等を活用した授産製品＊の販売会、農福
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連携＊によるマルシェの開催等を実施するとともに、官公需や民需に係る関係者が参画す

る協議会において企業との関係を強化し障害者就労施設等への発注拡大を図ります。  

○ 「障害者優先調達推進法」により県及び市町において策定する調達方針に基づき、障害

者就労施設等の受注機会の増大を図ります。 

○ 物品調達において障害者雇用多数企業を優先的に取り扱うとともに、障害者就労施設

等からの物品やサービスの調達目標及び実績を公表するなど、全庁を挙げて官公需の優

先調達に取り組みます。 

○ 身近な地域で障害のある人の個々の能力に応じた働き方を支援できるよう、障害福祉

計画上のサービスの必要な量による総量規制に留意しつつ、圏域単位でバランスのとれ

た就労継続支援事業所の計画的な整備を推進するとともに、経営基盤の強化を促します。 

○ 就労継続支援Ａ型事業所については、生産活動により得た収入から必要経費を控除し

た額を利用者に支払う賃金の総額以上の額とすることとした取扱いを徹底するなど、事

業運営状況の把握に努めながら適正な運営の実施とサービスの質の向上を図ります。 

 

（３）多様な就業機会の確保 

○ 精神障害や発達障害に対する正しい理解を促進するなど、多様な障害の特性に応じた

支援の充実を図ります。  

○ 障害のある人の職場環境への適応を支援し職場定着を図るため、障害者職業センター

等が実施するジョブコーチ＊の活用が促進されるよう周知を図ります。 

○ 特別支援学校の生徒一人ひとりの希望や適性と企業ニーズとのマッチングの促進及び

学校と企業、関係機関との連携を図るため、総合支援学校就職支援コーディネーターを配

置し、現場実習先の確保及び、開拓など就職に向けた支援を行います。 

○ 民間教育訓練機関や企業等の事業所現場を活用し、障害のある人の多様なニーズに対

応した実践的な職業訓練を実施し、職業能力開発に努めます。 

○ 特別支援学校の生徒で就職先が内定していない就職希望者を対象に、事業所の現場を

活用した実践的な現場実習を実施して職業能力の向上を図り、就労に向けた切れ目のな

い支援を行います。 

○ 特別支援学校卒業者の職業的自立を推進するため、各学校等において、教育、医療、保

健、福祉、ハローワーク及び障害者職業センター等の関係機関が連携した体制を整備しま

す。 

○ 県独自の「きらめき検定」（特別支援学校技能検定）により、特別支援学校の生徒の幅

広い人間関係の形成やコミュニケーション能力の育成、就労するためのスキルの習得を

図るとともに、学習意欲や就労意欲を高め、自立と社会参加に向けた支援を実施します。 

○ 一般企業へ就職したものの、生活面の課題等の理由による職場不適応や、加齢等による

能力や意欲の低下により企業での就労が困難な者に対しては、福祉施設での就労に移行

するなど、本人の状態や状況に応じた適切な支援を行います。 
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○ 「あいサポート運動」を実践する「あいサポーター」の育成や、社員研修などを活用し

て運動の普及啓発に取り組む「あいサポート企業・団体」の認定を通じ、地域社会や企業

等が障害や障害のある人に対する理解を深めることにより、障害のある人の就労促進を

支援します。 

 

２ 雇用の場の拡大 

（１）障害者雇用の促進 

○ 令和４年(2022 年)６月１日の県内民間企業における障害者雇用率＊は２.６８％と全国

６位であり、障害のある人のハローワークを通じた就職件数も令和４年度(2022 年度)は

1,145件で４年ぶりの増加となっており、今後もさらなる就労支援の充実と雇用の促進を

図ります。 

○ 令和６年(2024 年)４月から、民間企業等の法定雇用率が段階的に引き上げられるとと

もに、週所定労働時間が特に短い重度身体障害者、重度知的障害者、精神障害者を雇用し

た場合に実雇用率に算定することができるようになるため、さらに障害者雇用が進むこ

とが期待されますが、一方で、半数近い企業が法定雇用率を達成していない状況であるこ

とから、労働局等関係機関と連携し、企業に対する障害者雇用への理解の促進、障害者雇

用率制度や国等の相談・援助・助成金制度の周知に努めます。 

○ ５月を「県内就職促進月間」と定め、労働局等と連携して県内企業や経済団体への訪問

や文書による求人要請を行います。 

○ 障害のある人の雇用情報を共有し、特に雇用ゼロ企業を始め未達成企業に対して労働

局及びハローワークによる雇用率達成指導や県による雇用要請を積極的に実施し、より

多くの企業で達成されるよう取組を促進します。 

○ 企業と障害のある人の出会いの場を提供するため、ハローワーク等と連携して「障害者

就職面接会」を県全域で開催します。 

○ 労働局等と連携し、特別支援学校の生徒等への職場実習の場の積極的な確保と就職支

援、就労後の定着支援など、それぞれのステージに応じた支援を行います。   

○ 事業主と障害のある人の相互の理解を深めることにより、障害のある人の常用雇用が

促進されるよう、労働局が実施する障害者トライアル雇用制度＊の周知を図ります。 

○ 福祉、教育、医療から雇用への移行を推進するとともに、ハローワークと地域の関係機

関との連携による就職準備から職場定着までの一貫した「チーム支援」の強化を図ります。 

○ 障害者雇用に向けた事業主の取組を促進するため、雇用優良企業による事例発表会や

障害児による事業所見学等の機会づくりを促進します。 

〇 障害者雇用を促進する職場リーダーの養成やデジタル技術等を活用した職場環境づく

りなど、企業の受入態勢を整える取組を推進します。 
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（２）障害者雇用への理解促進 

○ 企業や地方自治体を対象とした「障害者雇用促進セミナー」を開催し、企業の障害者雇

用に対する正しい理解促進を図ります。 

○ 障害のある人を積極的に多数雇用した事業所や、障害を克服し、職業自立について成果

の著しい障害のある人に対する知事表彰を行うとともに、その取組事例を広く周知する

ことにより、障害者雇用に対する企業や県民の理解と関心を高め、雇用の促進を図ります。 

○ 障害のある人の雇用に積極的に取り組んでいる企業等を「やまぐち障害者雇用推進企

業」として認定し、その取組内容を県ホームページなどで広く紹介します。 

○ 障害のある人の就労に関する事例やノウハウを解説したガイドブックの活用により、

事業主の障害者雇用に対する理解促進を図ります。 

○ 障害者職業センター等が実施するジョブコーチ支援等、障害のある人を雇用するため

の様々な制度を周知し、障害のある人の就労意欲の向上と企業の障害者雇用に対する理

解の促進を図ります。 
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 Ⅴ 個性と能力を発揮できる教育・社会参加 

【現状と課題】 

障害のある幼児・児童・生徒が、将来、自立し、積極的に社会参加していけるよう、一人ひ

とりの教育的ニーズを把握し、適切な指導及び支援を行うことが必要であり、教育環境の整備・

充実が求められています。 

また、障害のある人が障害に応じたスポーツ活動へ参加することや文化芸術活動を行うこ

とは、障害のある人自身の健康維持・増進や個性と能力の発揮にもつながり、生活を豊かに

して自己実現を図る機会となるとともに、障害者スポーツの観戦、障害者アートの鑑賞を通

じて、障害のある人への共感、敬意や障害への理解促進につながるものです。 

障害のある人のスポーツ・文化芸術活動の振興を図るための環境整備を推進していくととも

に、共生社会の実現に向け、障害の有無にかかわらず、誰もが障害者スポーツに親しめる機会

や、障害のある人の文化芸術活動に触れる機会づくりを進める必要があります。 

 

【施策の推進方向】 

１ 障害者スポーツ・文化芸術活動の振興  重点施策  

（１）障害者スポーツの推進 

○ 障害者スポーツ推進の役割を担う中核的団体である県障害者スポーツ協会と連携し、

指導者やボランティアの養成、障害者スポーツ団体の育成を図り、障害のある人がスポー

ツに参加しやすい環境整備を促進します。 

○ 障害のある人が自主的かつ積極的にスポーツを行うことができるよう、障害の種類や

程度に応じ必要な配慮を受けながら、身近な地域で一人ひとりが自分にあった活動の場

を自由に選択し、気軽に取り組める環境づくりを推進します。 

○ 障害のある人もない人も共にスポーツを通じて交流が行えるよう、身近な地域におい

て障害者スポーツ教室等の開催を支援し、障害者スポーツの推進を図ります。 

○ パラリンピックやデフリンピック＊、その他国際大会への出場を目指す障害者アスリー

トに対し、県・企業・県民が一体となって支援する「やまぐちパラアスリート育成ファン

ド」の運営などを通じて育成強化を図ります。 

 

（２）文化芸術活動の充実 

○ 障害のある人や関係団体の文化芸術活動を支援し、身近なところで障害のある人の能

力や才能が発揮できる場の拡充を図るとともに、その活動成果を周知し、障害のある人の

文化芸術活動に対する県民の意識啓発に努めます。 

○ 障害のある人の創作活動等の発表の場と芸術文化の鑑賞機会を提供するとともに、県

民が障害のある人の芸術文化にふれる機会を提供することで、障害のある人との交流を

促進します。 



- 30 - 

 

○ 障害のある人の文化芸術活動に取り組む上での様々な相談に対応できるよう、電話相

談やワークショップでの相談会を実施する等、文化芸術活動に対する相談支援体制を整

備します。 

○ 障害者アートの持つポテンシャル（魅力や可能性）を伝えることを目指し、障害者アー

トの展示会や障害者アートセミナーを実施して障害者アートの普及啓発を図ります。 

 

２ 教育支援の充実 

（１）障害児教育支援の充実 

○ 障害のある幼児の円滑な就学を支援するため、やまぐち総合教育支援センター内の「ふ

れあい教育センター」や、地域の「特別支援教育センター」、「サブセンター」における就

学前の相談支援等の取組の一層の充実と相互の連携強化を図ります。（再掲） 

 

（２）特別支援教育の推進 

○ 障害のある幼児・児童・生徒が、一人ひとりの教育的ニーズに応じた指導・支援を受け

ることができるよう、すべての教員の専門性の向上や外部専門家等との連携等により、障

害のある者と障害のない者がともに学ぶ仕組みであるインクルーシブ教育システムを推

進します。 

○ 障害の多様化に対応できるよう、一人ひとりの児童・生徒の状況に応じた個別の教育支

援計画、個別の指導計画の作成により、きめ細かく教育内容や方法等の改善を図るなど、

特別支援教育の充実を進めます。 

○ 障害のある児童・生徒が在籍する学校では、ふれあい教育センターや特別支援教育セン

ター等による訪問支援等を活用しながら、教育内容や指導体制等の改善に努めるととも

に、保護者からの教育相談にも適切に対応するなど、全校体制で特別支援教育に取り組み

ます。 

○ たんの吸引、経管栄養等の医療的ケアの必要な児童・生徒が総合支援学校に在籍する場

合、学校に医療的ケア看護職員を配置し、保護者の協力を得ながら、医師の指示の下に医

療的ケアを実施する等、児童・生徒の安心・安全な教育環境の整備に努めます。 

○ 全ての高等学校等において、通級による指導＊が実施できるよう、各地域に特別支援教

育推進教員を配置し、各校の校内体制を整備しています。 

○ 幼児・児童・生徒の一人ひとりの教育的ニーズを把握し、乳幼児期から学校卒業後まで

を見通した長期的な視点で、福祉、医療、労働等の関係機関が連携して教育的支援を行う

ために作成する個別の教育支援計画に沿って、将来の進路を見据えたキャリア教育の充

実を図ります。 

○ 障害のある児童・生徒が卒業後の地域での生活をより円滑に営めるよう、在学中から学

校教育関係者と卒業後の地域での支援を担当する福祉・労働関係者等が連携して、地域で

の支援を準備できる体制づくりに努めます。 

○ 特別支援学校における職業教育や就労支援の充実を図るため、進路・就労促進関係機関
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連携協議会（県内就労促進協議会）等を通じて関係機関との連携を深め、企業などの外部

人材の参画による指導方法等の改善や、ハローワーク等と連携した職場開拓・現場実習な

どを促進します。  

 

（３）地域における交流や理解促進 

○ 地域社会や保育所、幼稚園、小学校、中学校、高等学校等で、障害に対する理解が深ま

るよう、特別支援学校や特別支援学級等との交流や共同学習を進めます。 

○ 民間団体との連携や地域協育ネット＊の仕組みの活用により、障害のある幼児児童生徒

の学校内外での交流の機会を創出し、地域における特別支援教育やインクルーシブ教育

システムについての理解を促進します。  
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≪関連指標≫ 

Ⅰ 障害への理解を深め、共に生きる社会の実現 

指  標  名 現状値(基準年度) 目標値(目標年度) 

あいサポーター数 32,435 人(R4) 90,000 人(R11) 

うち若年あいサポーター数 13,934 人(R4) 30,000 人(R11) 

あいサポート企業・団体認定数 267 社(R4) 400 社(R11) 

 

Ⅱ 自立生活を支える基盤整備 
指  標  名 現状値(基準年度) 目標値(目標年度) 

児童発達支援センターの設置 ※ 16 市町(R4) 19 市町(R8) 

主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所 ※ 10 市(R4) 
19 市町(R8) 

(又は圏域) 

主に重症心身障害児を支援する放課後等デイサービス事

業所 ※ 
9 市(R4) 

19 市町(R8) 

(又は圏域) 

 

Ⅲ 地域でともに暮らせる、住みよい生活環境の整備 
指  標  名 現状値(基準年度) 目標値(目標年度) 

施設入所者の地域生活移行者数 ※ 22 人(R2～4)  61 人(R5～R8) 

地域生活支援拠点等の整備 ※ 16 市町(R4) 
19 市町(R8) 

(又は圏域) 

基幹相談支援センターの設置 ※ 8 市(R4) 
19 市町(R8) 

(又は圏域) 

 

Ⅳ 自立と社会参加に向けた雇用・就労促進 
指  標  名 現状値（基準年度) 目標値(目標年度) 

一般就労移行者数 ※ 151 人(R3) 224 人(R8) 

就労移行支援利用者数 ※ 213 人(R4)   233 人(R8) 

就労定着支援事業の利用者数 ※ 104 人(R3)   143 人(R8) 

 

Ⅴ 個性と能力を発揮できる教育・社会参加 
指  標  名 現状値（基準年度) 目標値(目標年度) 

障害者スポーツ教室参加者数 453 人(R4) 現状値以上(R11) 

障害者スポーツ指導者養成数 1,043 人(R4) 1,288 人(R11) 

※ Ⅱ～Ⅳについては、令和５年度(2023 年度)に策定する「山口県障害福祉サービス実施計画

（第７期障害福祉計画・第３期障害児福祉計画）(R6～R8)」で設定し、管理します。 


